
【 報告】  「（ 仮称） 神戸市歴史公文書館整備に向けた基本的考え方（ 素案）」 に関する 

市民意見募集の結果について 

 

１  市民意見募集結果の概要 

（ １ ） 意見募集の期間 

令和４ 年９ 月 29 日（ 木） ～令和４ 年 10 月 28 日（ 金）  

 

（ ２ ） 提出さ れた意見 

17 件（ ２ 通）  

 

 

 

 

 

 

 

２  詳細資料 

  「（ 仮称） 神戸市歴史公文書館整備に向けた基本的考え方（ 素案）」 に関する市民意見に

対する本市の考え方 

資料１ のと おり  

 

  （ 仮称） 神戸市歴史公文書館整備に向けた基本的考え方（ 案）  

資料２ のと おり  

 

３  今後の予定 

令和４ 年 12 月中に「 基本的考え方」 を策定のう え、 公表 

（ 内訳）  

・ 歴史公文書館の施設や設備、 機能に関する意見     12 件 

・ 講演会や展示などの事業に関する意見         ２ 件 

・ その他の意見                     ３ 件 
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「（ 仮称） 神戸市歴史公文書館整備に向けた基本的考え方（ 素案）」  

に関する市民意見に対する本市の考え方 

 

○ 募集期間： 令和４ 年９ 月 29 日（ 木曜） から 令和４ 年 10 月 28 日（ 金曜） まで 

○ ご意見数： 17 件（ ２ 通）  

 

※ 市民意見に対する本市の考え方において、「（ 仮称） 神戸市歴史公文書館」 を 「 歴史公文書館」、「（ 仮

称） 神戸市歴史公文書館整備に向けた基本的考え方」 を「 基本的考え方」 と 記載し ています。  

 

番号 意見の内容 意見に対する本市の考え方 

歴史公文書館の施設や設備、 機能に関する意見 

１  貴重な歴史的公文書の保管場所を 、 葺合の

高台から 、 東南海地震などの津波浸水被害が

想定さ れる 地域に移すこ と の是非が全く 検討

さ れていない。  

歴史公文書館の整備予定地は、 兵庫県津波浸水

想定図において浸水が想定さ れる区域に該当し て

いませんが、 歴史的公文書等を 将来にわたっ て適

切かつ安全に管理でき るよ う 、 施設整備にあたっ

ては耐震・ 耐水害等の対応を 行います。  

 

２  ト イ レ が２ 階だけで男女共用である が、 ３

階にも 以前の設備があるので修復願いたい。  

歴史公文書館のト イ レ については、 新たに建設

する別館（ 新設棟）の１ 階に男女別にト イ レ を設置

する予定と し ています。  

本館（ 旧岡方倶楽部） については、展示室や資料

収蔵庫などを 配置する必要があり 、 スペースが限

ら れる ため、 同じ フ ロアに男女両方のト イ レ を 設

置する こ と 、 また全てのフ ロ アにト イ レ を 設置す

るこ と は困難と 考えています。  

そのため、２ 階のト イ レ は廃止し 、現在の予定で

常設展示を 設ける １ 階と 講堂を 設ける ３ 階に分け

て 男性用と 女性用を 設置する こ と を 考え て いま

す。  

３  周辺には兵庫津の史跡が多く 存在し 、 最近

それら を 巡る 街歩き が増えている 。 コ ースの

中間点にあり ト イ レ が近辺になく 、 市民ト イ

レ と し て開放し ていただき たい。  

歴史公文書館の開館中は、市民ト イ レ と し て、館

の利用者以外の方にも 利用いただける よう にし た

いと 考えています。  

４  来館は高齢者が多く 、 ３ 階まで階段以外の

方策も 必要と 感じ る。  

本館（ 岡方倶楽部）は、スペースが限ら れており 、

エレ ベータ ーを 設置するこ と は難し いと 考えてい

ます。そのため、別館（ 新設棟） にエレ ベータ ーを

設置し 、渡り 廊下で別館と 本館を 接続するこ と で、

階段を 利用するこ と なく 上層階に移動でき る よう

にし たいと 考えています。  

 

 

資料１  
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番号 意見の内容 意見に対する本市の考え方 

５  開設時、 珈琲を 招待者に出し た経過がある

よう に、１ 階（ ３ 階） 部分はサロン的要素でレ

ト ロ な珈琲サロ ン 場にする と と も に、 運営は

地域団体委託を 望む。  

こ のたび整備を 行う 歴史公文書館は、 後世に残

すべき 重要な公文書である 歴史的公文書や古文書

等の地域歴史資料の収集・ 保存等を 行う ための施

設です。こ のよう な整備趣旨を 踏まえ、書庫や展示

室などの必要な機能を 確保する ための面積を 考慮

する と 、 珈琲サロ ン 場を 設ける こ と は難し いと 考

えています。  

６  歴史と 共に建物の構造に興味を 持たれる 方

が多いので、 資料以外にも その視点での方策

も 必要である。  

歴史公文書館の本館と なる 旧岡方倶楽部は、 国

登録有形文化財で貴重な建造物である こ と から 、

外観や内装等については、 歴史的価値を 損なわな

いよ う 留意すると と も に、 市民や来館者に建物の

歴史や建築物と し ての特徴を 分かり やすく 伝えら

れるよう に工夫し たいと 考えています。  

なお、２ 階部分については、主に資料収蔵庫と し

て利用する こ と を 考えており 、 セキュ リ ティ の観

点から 職員専用のスペースと する予定です。 その

ため、 テラ スを 開放するこ と は難し いと 考えてい

ますが、建物の歴史や特徴も 含めて、歴史公文書館

が市民の皆様に親し まれ、 活用さ れる 施設と なる

よう 整備を進めてまいり ます。  

７  岡方倶楽部の歴史的価値がわかる よ う 、 説

明表示の上、 民間人が気軽に行ける よ う に堅

苦し く ない建造物と し て可能な限り 『 万人受

けする お洒落なデザイ ン 空間』 にし て頂き た

い。  

８  岡方倶楽部空間を『 ク ラ シッ ク モダン』 と し

て提案し たい。  

９  兵庫津の歴史遺産シン ボルと し てあっ てほ

し い。  

10 昔の岡方倶楽部の写真や近郊の写真がある

と 良い。  

11 ２ 階のテ ラ ス 部分は景観的に重要で あり  

過去も 入場要望が多く あっ た。  

12 境内に神戸駅から 和田岬までぐ ら いの観光

案内マッ プを 設置願いたい。  

現在、 兵庫運河及び兵庫津周辺回遊性向上の一

環と し て、 旧岡方倶楽部を 含めた兵庫津周辺の案

内サイ ンの整備を 進めている と こ ろ ですが、 今後

も 歴史公文書館を 含む周辺の観光案内について

は、 兵庫津ミ ュ ージアムや近隣施設と も 連携し な

がら 、 検討し ていきたいと 考えています。  
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番号 意見の内容 意見に対する本市の考え方 

講演会や展示などの事業に関する 意見 

13 兵庫の歴史を 市民に広く 知っ ても ら う ため

に講演会や資料展示を 開催し てほし い。  

歴史公文書館の本館（ 旧岡方倶楽部） には、講堂

の機能を 設け、 神戸の歴史や文化等に関する 企画

展や各種講座等を 実施する予定と し ています。  

こ れら を 通じ て、市民の皆様に親し まれ、活用さ

れる 施設と なるよ う 取り 組んでいき たいと 考えて

います。  

14 ３ 階部分の利用は歴史フ ァ ン 交流の場と し

ても 活用を考えていただき たい。  

その他の意見 

15 岡方総会所があっ た敷地に、 地域の有志の

方が資金を 出し 合っ て建設し た建物であり 友

好倶楽部と し て活用さ れていた。 そう し た歴

史を 考え、『 岡方』 と いう のを 建物名に入れて

ほし い。（ 例： 神戸市立 岡方歴史公文書館、

神戸市立 歴史文書館 岡方倶楽部 等）  

歴史公文書館は、 神戸市域における後世に残す

べき 重要な公文書である歴史的公文書や古文書等

の地域歴史資料の収集・ 保存等を 行う ための公の

施設と し て整備し ます。 こ のよ う な整備趣旨や神

戸市民の皆様への分かり やすさ と いう 観点から 、

施設の名称に特定の地域名を 入れる こ と は難し い

と 考えていますが、 旧岡方倶楽部の歴史や建築物

と し ての特徴を 市民や来館者に分かり やすく 伝え

ら れるよう に工夫し たいと 考えています。  

 

16 池長孟氏から 、 現在は神戸市立博物館に収

蔵さ れている 南蛮美術品コ レ ク ショ ン と 併せ

て、 寄贈さ れた歴史的建造物である 旧池長美

術館の、 公文書館機能移転後の活用方針が全

く 示さ れていない。 伊東忠太設計によ る 大倉

集古館、 薬師寺主計によ る 大原美術館本館な

どと 共に、 戦前期における 私設美術館の建築

物と し て、 また住友総本店臨時建築部で活動

し た小川安一郎の設計作品と し ても 貴重で、

阪神大震災を 耐え抜いた歴史的建造物である

現公文書館建物は、例えば神戸市各部局や、神

戸アーガイ ブ写真館で管理する 、 建築物の図

面類や、都市形成史に纏わる写真、地図、図書

を 総覧でき る 様な施設と し て引き 続き 活用を

する べき である 。 民間に売却し て集合住宅に

し てし まう なども っ てのほかである。  

 

現神戸市文書館の機能移転後の活用方針につい

ては現時点では未定ですが、 地域の景観形成にも

重要な歴史的な建築物である こ と を 踏まえ、 有効

に活用でき る 方策を 検討し ていき たいと 考えてい

ます。  
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番号 意見の内容 意見に対する本市の考え方 

17 開設準備委員に地元代表者を 入れて頂き た

い。  

歴史公文書館の整備については、 開設準備委員

会の設置は考えており ませんが、 今回募集し た市

民意見も 踏まえて策定する 基本的考え方に基づい

て進めるこ と と し ており 、 市民の皆様にでき るだ

け分かり やすく 整備状況を お伝えでき るよ う 工夫

し てまいり ます。  
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( 仮 称 ) 神 戸 市 歴 史 公 文 書 館 

 

整備に向けた基本的考え方 

 

（ 案）  

 

 

 

 

 

 

 

  

令和４ 年 11 月 30 日 

総務財政委員会資料 

行 財 政 局 

資料２  
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（ 仮称） 神戸市歴史公文書館整備に向けた基本的考え方 

目 次 

  

はじ めに ～こ れまでの経緯～ …………………………………………………………  1 

  

１  歴史公文書館の基本理念 ……………………………………………………………  2 

 

 ２  歴史公文書館の機能 …………………………………………………………………  3 

（ １ ） 歴史的公文書の評価選別・ 移管又は廃棄・ 保存及び整理 

① 保存対象と する公文書の範囲 

② 対象機関（ 実施機関）  

③ 評価選別・ 移管又は廃棄 

④ 保存及び整理 

（ ２ ） 地域歴史資料の収集・ 保存及び整理 

① 収集する地域歴史資料 

② 保存及び整理 

（ ３ ） 歴史的公文書等の利活用 

① 歴史的公文書等の利用 

② 調査相談対応（ レ フ ァ レ ンスサービス）  

③ 情報発信 

④ 普及啓発 

（ ４ ） 調査研究 

（ ５ ） 関係機関等と の連携・ 協力 

 

３  歴史公文書館の運営 …………………………………………………………………  7 

（ １ ） 職員体制 

  （ ２ ） 適切な管理運営体制の構築 

（ ３ ） 開館時間・ 開館日 

（ ４ ） 職員への周知・ 研修 

 

４  新し い公文書管理制度の構築 ………………………………………………………  8 

（ １ ） 公文書管理条例の制定に向けて 

（ ２ ） 公文書管理委員会による調査審議の実施 

（ ３ ）「 時の経過」 を 考慮し た新たな審査基準の策定 

 

 ５  歴史公文書館の施設の概要 …………………………………………………………  9 

（ １ ） 施設 

（ ２ ） 建築概要 

 

 ６  今後のスケジュ ール ………………………………………………………………… 10 

 

 参考資料 …………………………………………………………………………………… 11 
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1 

はじ めに ～こ れまでの経緯～ 

地方公共団体における公文書管理は、 自治事務（ 市長の担任事務（ 地方自治法第 149 条）） と

さ れている。 本市では、 昭和 35 年に公文書の管理ルールを定めた公文書管理規程を制定し 、 公

文書の作成、 整理、 保存及び廃棄を実施し ており 、 平成 13 年には協働と 参画のまちづく り の推

進を目指し て神戸市情報公開条例（ 昭和 61 年制定の神戸市公文書公開条例を全面改正）を定め、

市民への積極的な情報提供に努めている。また、平成元年には、『 新修神戸市史』 の編纂に伴い収

集し た、 神戸市域に関する歴史的・ 文化的資料（ 以下「 地域歴史資料」 と いう 。） を保存・ 活用す

るため、 地域歴史資料館の性格を有する神戸市文書館を設置し ている。  

一方、歴史的に重要な公文書の保存等を行う 公文書館の法的な位置づけや役割などを明ら かに

するため、 昭和 63 年に「 公文書館法」 が施行さ れた。 同法では、「 国および地方公共団体は、 歴

史資料と し て重要な公文書等の保存及び利用に関し 、 適切な措置を講ずる責務を有する」（ 第３

条） こ と 、また「 公文書館は、歴史資料と し て重要な公文書等を保存し 、閲覧に供すると と も に、

こ れに関連する調査研究を行う こ と を目的と する施設」（ 第４ 条第１ 項） と さ れており 、 国（ 国立

公文書館） のほか、 現在多く の都道府県や市町村で公文書館が設置さ れている。  

また、 平成 23 年には、 重要な公文書の保存・ 利用が十分に行われるよう 、 文書作成から 利用

までの公文書管理体制を抜本的に見直し 充実・ 強化する「 公文書等の管理に関する法律」（ 以下

「 公文書管理法」 と いう 。） が施行さ れた。 こ の公文書管理法では、「 地方公共団体は、 こ の法律

の趣旨にのっ と り 、 その保有する文書の適正な管理に関し て必要な施策を策定し 、 及びこ れを実

施するよう 努めなければなら ない」（ 第 34 条） と 規定さ れており 、本市においても 平成 29 年に、

歴史的公文書（ ※） の運用を定めるなど、 公文書管理規程の改正を行う と と も に、電子決裁の目録

化や文書の電子化に取り 組んできた。  

さ ら に近年、 公文書の収集、 分類や保存、 調査研究にあたる専門職員であるアーキビスト の認

証制度が開始さ れ、 認証アーキビスト が全国の公文書館等に配置さ れるなど、 さ ら なる適正な公

文書管理に向けた取組みが進めら れている。  

こ のよう な公文書管理を取り 巻く 情勢の変化や公文書館法及び公文書管理法の趣旨を踏まえ、

本市では、 歴史的公文書及び地域歴史資料（ 以下「 歴史的公文書等」 と いう 。） の収集・ 保存等を

行い、 市民の利用に供すると と も に、 神戸市文書館の機能を引き継ぎ、 兵庫津にある国登録有形

文化財である旧岡方倶楽部の建物を活用し て「（ 仮称） 神戸市歴史公文書館」（ 以下「 歴史公文書

館」 と いう 。） を整備するこ と と し 、 その基本的な考え方をまと めた。  

 

（ ※） 歴史的公文書…市政の基本方針や基本的な計画に関する公文書、 市の大規模な事業の施行に関する特に重要な公

文書、 阪神・ 淡路大震災に関連する公文書等、 公文書管理規程第 34 条の 2 及び第 37 条第 3 項に定める、 歴

史的価値があるも ので後世に残すべき 重要な公文書 
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2 

１  歴史公文書館の基本理念 

本市は、 明治 22 年に市制を施行し て以来、 我が国を代表する大都市と し て、 数多く の先駆的

施策や事業を行い、 また、 戦災、 水害、 そし て阪神・ 淡路大震災など様々な苦難を乗り 越えなが

ら 発展し てき た。 公文書や行政刊行物は、 こ う し た市の諸活動や歴史的事実の記録であり 、 市政

を跡づけ検証するための重要な資料である。  

こ れら の公文書等は、 健全な民主主義を支える基本的イ ンフ ラ であり 、 市民共有の知的資源と

し て、 市民が主体的に利用でき るよう にするこ と で、 現在及び将来の市民に対し て説明責任を果

たせるよう にし なければなら ない。 また、 職員にと っ ては、 公文書等は自ら の職務を遂行し 、 職

責を果たし た証であり 、歴史に学び、合理的根拠に基づいた政策立案や事業実施に活かすこ と で、

効果的・ 効率的な行政運営を行っ ていかなければなら ない。  

そのためには、 公文書の作成・ 保存・ 評価選別・ 移管又は廃棄と いっ た適正な公文書管理のラ

イ フ サイ ク ルを確立すると と も に、歴史的公文書及び地域歴史資料を確実に永久保存する機能を

整え、 それら の収集・ 保存・ 利活用等を行っ ていく こ と が重要である。 また、 公文書管理に携わ

るすべての職員の研鑽や、 専門人材の確保・ 育成を図っ ていく こ と も 必要である。  

本市では、 こ う し た重要な役割を果たす施設と し て歴史公文書館を設置するこ と により 、 歴史

的公文書等を適切な環境で保存し 、 こ れに関する調査研究を行う 。 そし て、 市民及び職員の積極

的な利活用や関係機関等と の連携を通じ て、 こ れまで築き上げてきた神戸の歴史や営みを、 次代

の文化の創造やまちづく り の推進につなげていこ う と するも のである。  
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２  歴史公文書館の機能 

（ １ ） 歴史的公文書の評価選別・ 移管又は廃棄・ 保存及び整理 

① 保存対象と する公文書の範囲 

保存期間を満了し て非現用（ ※） と なっ た公文書（ 文書、 図画（ 地図、 写真、 マイ ク ロフ ィ ル

ム等を含む） 及び電磁的記録） の中から 選別し た歴史的公文書と する。  

（ ※） 非現用…保存期間満了後（ 保存期間の定めがない場合には、 本来の用途に供し 終わっ た後）  

現用…保存期間満了前（ 保存期間の定めがない場合には、 本来の用途に供し ている期間内）  

 

② 対象機関（ 実施機関）  

本市の機関及び地方独立行政法人（ 神戸市情報公開条例第２ 条第３ 号の「 実施機関」 の定義

（ ※） のと おり ） と する。  

（ ※） 神戸市情報公開条例第２ 条第３ 号 

実施機関 市長， 議会の議長， 公営企業管理者， 消防長， 教育委員会， 選挙管理委員会，人事委員会， 監査委員，  

農業委員会及び固定資産評価審査委員会並びに市が設立し た地方独立行政法人（ 地方独立行政法人法第２ 条第 

１ 項に規定する地方独立行政法人をいう 。） をいう 。  

 

③ 評価選別・ 移管又は廃棄 

市政が跡づけら れる歴史的価値があるも ので後世に残すべき 重要公文書を、 歴史的公文書と

し て位置づけて選別する。  

公文書の作成・ 取得時に属する年度終了後、 実施機関の各所属において、 歴史的公文書選別

基準に従い、 保存期間満了後に、 歴史的公文書と し て歴史公文書館にて保存するか、 廃棄する

かの措置（ レコ ード スケジュ ール） を設定する。  

その後、 保存期間中に、 すべての公文書に対し て改めて歴史的公文書の該当性について、 行

財政局文書担当課長及び歴史公文書館長が評価選別を行う （ 一次評価選別）。  

保存期間満了後、 各所属において職務の遂行上必要であるために保存期間を延長するも のを

除き 、歴史公文書館長が歴史的公文書を最終決定し た上で（ 二次評価選別）、歴史公文書館に移

管し 、それ以外は廃棄する。なお、評価選別にあたっ ては、歴史公文書館の専門職員を中心に、

専門的・ 体系的・ 多角的に判断し 、 必要に応じ て有識者の意見を求める。  

 

④ 保存及び整理 

歴史的公文書は永久保存するも のと し 、 適切な記録媒体により 、 識別を容易にするための措

置を講じ た上で、 文書目録を作成し て、 保存及び整理をし なければなら ない。  

紙媒体の歴史的公文書の受け入れにあたっ ては燻蒸等を行い、未燻蒸文書が燻蒸文書と 混交

するこ と がないよう に留意し 、 書庫の温湿度、 照明、 消火設備、 清掃・ メ ンテナンス、 虫菌害

対策など、 適切に管理するための保存環境の基準を定め、 保存を行う 。 なお、 電子媒体の公文

書については、 今後も 進化する技術に対応し 、 引き続き 利用できるよう 保存方法を検討し てい

く 。  

また、 デジタ ル複製の作成に係る計画や、 汚損・ 損傷資料の修復にかかる計画を策定し 、 適

切な保存に努める。   
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 公文書管理のラ イ フ サイ ク ル イ メ ージ図  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（ ２ ） 地域歴史資料の収集・ 保存及び整理 

① 収集する地域歴史資料 

神戸市文書館は、 地域歴史資料館と し て、 市史に活用できる地域歴史資料を収集・ 保存し て

き た。 主たる収集対象と し ては、 寄贈・ 寄託を受けた近世・ 近代の古文書、 明治期以後の行政

資料、 社史、 写真、 地図、 新聞などである。  

歴史公文書館においては、 今後も 市史の方針や資料収集の基準にのっ と り 、 近現代の神戸の

歴史に関する様々な資料など、 地域歴史資料の収集を継続的に行う 。  

また、 写真・ 映像等は、 近現代史を理解する資料と し て有用かつ、 市民と の接点と し て重要

である。そのため、本市が所蔵する写真等の整理・ 公開を行っ てき た「 神戸アーカ イ ブ写真館」

の機能を引き 継ぐ 。 本市で収集し てき た戦災に関する資料や体験談・ 写真等の戦災関連資料な

どについても 、 歴史公文書館に引き 継いで管理する。  

 

② 保存及び整理 

地域歴史資料には、 作成さ れた時代や媒体の異なる多様な資料が含まれる。 そのため、 各媒

体に応じ て、 書庫の温湿度、 照明、 消火設備、 清掃・ メ ンテナンス、 虫菌害対策など、 適切に

管理するための保存環境の基準を 定め、 デジタ ル複製の作成、 修復などの措置を講じ た上で、

保存するも のと する。  

また、 前述の歴史的公文書の場合と 同様に、 収集し てき た地域歴史資料は目録を 整備する。 
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（ ３ ） 歴史的公文書等の利活用 

① 歴史的公文書等の利用 

歴史公文書館が保存する歴史的公文書等に対する利用請求に応じ て、広く 利用者の閲覧に供

する。  

ア 利用請求 

歴史的公文書等の利用にあたっ ては、 目録の記載に従い請求する方式と する。  

利用者の利便性を向上さ せるため、目録検索システムを構築し 、イ ンタ ーネッ ト 上でも 目

録を検索でき るよう にする。  

イ  利用請求にかかる審査 

歴史的公文書等については、 原則すべて利用者の閲覧に供する。  

ただし 、 利用できる範囲については、 個人情報の保護などを考慮し 、 適切に審査し て決定

するこ と と する。  

また、現用文書に係る情報公開においては非公開と なる事項であっ ても 、時の経過等に伴

い、非公開と する必要性が解消さ れる場合があるこ と から 、それら を踏まえて公開の可否を

決定する。  

なお、利用制限があら かじ め想定さ れる歴史的公文書については、歴史公文書館への移管

時に移管元の実施機関が付す意見も 参考に公開の可否を決定する。  

ウ 閲覧方法 

歴史的公文書等については、 原則と し て原本を閲覧に供するも のと する。  

なお、原本の媒体の種類や保存状態なども 考慮し た上で、必要に応じ てデジタ ルデータ を

含む複製を閲覧に供するほか、 イ ンタ ーネッ ト 上のデジタ ルアーカ イ ブを構築する。  

 

② 調査相談対応（ レフ ァ レンスサービス）  

歴史的公文書等に関する利用方法や手続き 、 検索方法について、 利用者から の調査相談に応

じ るレフ ァ レンスサービスを実施する。  

 

③ 情報発信 

歴史公文書館の広報誌を定期的に発行する。  

また、 ホームページやＳ Ｎ Ｓ を活用し 、 市史編纂や調査研究の成果を踏まえた神戸の歴史に

関する広報活動を行う 。  

 

④ 普及啓発 

神戸の歴史や歴史的公文書等の重要性、 館の活動を伝えるための展示を行う 。 兵庫の歴史や

魅力を学ぶ展示施設である兵庫県立兵庫津ミ ュ ージアムや近隣の市立兵庫図書館、市立中央図

書館と も 連携し ながら 、 国際交流、 戦災、 震災・ 水害などの災害、 市政などをテーマにし た常
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設展示を行う と と も に、 調査研究に基づいた年１ 回程度の企画展を実施する。  

かつて社交場と し て地域の拠点であっ た旧岡方倶楽部の歴史を 継承し ていく と いう 観点か

ら 、 その由緒ある歴史にふさ わし く 、 利用者に親し まれ活用さ れる事業展開も 重要である。 各

種講座の実施など、 市民の学習の場と し て積極的な活用を図り 、 学校等の市内教育機関と 連携

し た普及啓発活動を行う 。  

 

（ ４ ） 調査研究 

歴史公文書館で保存する歴史的公文書等を用いた調査研究を継続的に行い、紀要等を定期的に

発行する。  

また、『 新修神戸市史』 における「 年表編」 の補完や、 新たに阪神・ 淡路大震災も 内容に含めた

「 市政史」 編纂に向けた調査研究等を行う 。  

さ ら に、 歴史的公文書等を活用し 、 現在及び将来の本市の都市政策に活かせるよう 、 都市政策

部門と 連携する。  

 

（ ５ ） 関係機関等と の連携・ 協力 

市内の地域歴史資料の収集・ 保存・ 利活用にあたっ ては、 本市文化財課、 市立博物館及び市立

中央図書館と の連携・ 協働を要するため、 定期的な協議の場を通じ て、 市全体の視点から 地域歴

史資料の収集・ 保存や公開、 普及啓発などについて相互に補完でき るよう にする。  

また、 市立博物館及び市立図書館と の調査相談業務における連携と と も に、 神戸大学地域連携

センタ ーと の市史編纂に資する共同研究の実施、 市内の各資料館等と の情報共有など、 関係機関

と の連携・ 協力を図る。  
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３  歴史公文書館の運営 

（ １ ） 職員体制 

市民共有の知的資源である歴史的公文書等を永久保存し 活用し ていく には、 専門性が高く 、 安

定的な体制の確保が重要である。 そのため、 以下のよう な職員を配置し 運営を行う 。  

 

○館長 

○専門職員 

歴史的公文書等の評価選別・ 収集、 保存及び整理、 利用（ 閲覧提供・ レフ ァ レンスサ

ービス）、 調査研究、 展示の企画などを担う 。  

○事務職員 

公文書館に関する規程等の管理、 目録検索システムの維持管理、 広報、 施設の維持管

理、 公文書管理委員会に関する事務などを担う 。  

 

（ ２ ） 適切な管理運営体制の構築 

歴史的公文書等の評価選別・ 保存・ 利用等の業務を適切に実施するため、 専門的な知識や技術

をも っ た専門職員を配置し 、 安定的な管理運営体制の構築を図る。  

国において、 令和２ 年度より アーキビスト の認証制度がスタ ート し たこ と から 、 歴史公文書館

では、 専門職員を中心と し て、 認証アーキビスト 資格の計画的な取得を目指す。  

 

（ ３ ） 開館時間・ 開館日 

歴史公文書館の開館時間は、 本市の執務時間を基本に定めるも のと する。  

開館日については、 幅広く 利用し ても ら えるよう 、 平日だけでなく 土曜日又は日曜日の開館を

検討する。  

 

（ ４ ） 職員への周知・ 研修 

歴史公文書館がその役割を果たすためには、現用の段階から の公文書の適正管理が前提と なる

こ と から 、 市職員に対し て定期的に公文書管理に係る研修を行い、 公文書のラ イ フ サイ ク ルにの

っ と っ た適正な公文書管理の実践の重要性を周知し ていく 。  

また、 市職員が日々の業務において歴史的公文書等を活用し 、 政策立案等に活かすこ と は重要

である。 職員の積極的な利用を支援し 、 活用さ れる歴史公文書館を目指す。  
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４  新し い公文書管理制度の構築 

（ １ ） 公文書管理条例の制定に向けて 

前述のと おり 、 公文書は、 現在及び将来の市民に対し て説明責任を果たすための重要な資料で

あり 、 市民共有の知的資源であるこ と から 、 全市統一的な公文書管理の仕組みを整え、 公文書を

適正に管理し ていく こ と が重要である。  

こ のため、 公文書管理規程を見直し 、 適正な公文書管理のラ イ フ サイ ク ルや市民の利用請求権

等について規定する公文書管理条例の制定を検討する。  

 

（ ２ ） 公文書管理委員会による調査審議の実施 

歴史公文書館の適切な運営を確保する と と も に、 公正で開かれた施設運営を 行っ ていく ため、

必要に応じ て有識者から なる附属機関「（ 仮称） 神戸市公文書管理委員会」 を設置する。  

具体的には、 利用等に関する関係規程等の改廃、 歴史的公文書等の利用請求に対する処分等に

係る審査請求などの事項に関し て、 専門的・ 第三者的な見地から 調査審議を行う 。  

 

（ ３ ）「 時の経過」 を考慮し た新たな審査基準の策定 

歴史公文書館における歴史的公文書等の利用（ 公開） にあたっ ては、 公文書の作成・ 取得時か

ら の「 時の経過」 により 利用範囲（ 公開範囲） が拡大するため、 その点を考慮に入れ、 新たに利

用請求に対する審査基準を策定する。  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

文書の種類
現用文書

（ 実施機関が保管）

非現用文書

（ 歴史公文書館へ移管さ れる歴史的公文書）

管理

公開・ 利用
情報公開請求

（ 情報公開条例）

利用請求

（ 公文書管理条例）

公文書管理条例
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５  歴史公文書館の施設の概要 

国登録有形文化財である旧岡方倶楽部（ 兵庫区本町２ 丁目） の改修と 、 同敷地内での新設棟の

整備により 、 歴史公文書館の開設を目指す。  

 

（ １ ） 施設 

歴史的公文書等を将来にわたっ て適切かつ安全に管理できるよう 、 耐火・ 耐震・ 耐水害等の対

応を行い、 温度・ 湿度の管理など必要な機能を確保する。  

ア 延床面積 約 2, 300 ㎡ 

イ  整備の要点 

  敷地南側に別館を整備 

  本館を活かし た外観と なるよう 別館のデザイ ンを検討 

  別館にエレベータ を設置し 、 本館と 渡り 廊下で接続 

ウ 書庫について 

  面積 約 1, 100 ㎡、 書架延長 10km程度 

 

（ ２ ） 建築概要 

  ①本館（ 旧岡方倶楽部）  

    延床面積 約 530 ㎡、 地上３ 階 

    主な機能： 展示室、 資料収蔵庫、 講堂 など 

  ②別館（ 新設棟）  

    延床面積 約 1, 800 ㎡、 地上５ 階・ 地下１ 階 

    主な機能： 書庫、 閲覧室、 事務室、 作業室 など 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

旧岡方倶楽部の位置 

旧岡方倶楽部 
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６  今後のスケジュ ール（ 予定）  

令和４ 年度  実施設計 

令和５ 年度  建築・ 改修工事発注、 工事着工 

       公文書管理条例の検討 

令和６ 年度  目録検索システム構築 

       建築・ 改修工事竣工 

       公の施設設置条例を議会に上程 

令和７ 年度  歴史的公文書等の移管などの開館準備 

       目録検索システム運用開始 

       歴史公文書館開館 
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【 参考資料】  

１  「（ 仮称） 神戸市歴史公文書館整備に向けた基本的考え方」 検討にあたっ てのアド バイ ザー 

                                   （ 五十音順、 敬称略）  

氏 名 役 職 等 

石井 夏生利 中央大学国際情報学部教授／東京都公文書管理委員会委員 

梅原 康嗣 国立公文書館 統括公文書専門官 

大国 正美 神戸深江生活文化史料館館長／神戸新聞社常務取締役 

奥村 弘 神戸大学理事・ 副学長 

中村 留美 弁護士／神戸市情報公開審査会委員 

 

 

２  公文書管理に関する国及び神戸市の動向・ 取組み等 

年月 動向・ 取組み項目等 

昭和 63 年 6 月 公文書館法 施行（ 国）  

平成 23 年 4 月 公文書等の管理に関する 法律（ 公文書管理法） 施行（ 国）  

平成 29 年 4 月 レ コ ード スケジュ ール・ 歴史的公文書の運用開始（ 公文書管理規程の改正）（ 市） 

平成 30 年 4 月 公文書館の整備検討開始（ 市）  

令和 2 年 6 月 認証アーキビスト 制度スタ ート （ 国）  

令和 4 年 6 月～ 
「（ 仮称） 神戸市歴史公文書館整備に向けた基本的考え方」 検討にあたっ て、アド

バイ ザーへの意見聴取（ 市）  

 

 

３  神戸市の公文書管理に関する規定等 

（ １ ） 公文書管理規程（ 昭和 35 年 4 月 30 日 訓令甲第 8 号： 一部抜粋）  

( 保存期間満了時の措置)  

第 34 条の 2 所管課長は， 第 32 条又は前条の保存期間が満了し たと き の措置と し て， 別表第 2 の 1 から 13

までに掲げるも の， 昭和 30 年度までに作成し ， 又は取得さ れたも のその他の歴史的価値がある も のにあつ

ては後世に残すべき 重要な公文書と し て総務・ 文書改革担当課長に引き 継ぐ 措置を と る べき こ と を ， それ

以外のも のにあつては廃棄の措置を と る べき こ と を ， 速やかに定めなければなら ない。  

2 前項の措置は， 総務・ 文書改革担当課長の同意を 得た上で， 公文書管理台帳への記載によ り 定める も のと

する。  

3 第 1 項の規定により 定めた措置については， 総務・ 文書改革担当課長の同意を 得た上で， 変更するこ と が

でき る 。  
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( 公文書の引継ぎ)  

第 35 条 所管課長は， 成冊を し た文書で 30 年及び 10 年の保存を 要する も のを 取り まと め， 毎年 7 月末日ま

でに， 文書引継決議書又は文書管理システムを 用いた引継ぎの依頼によ り 総務・ 文書改革担当課長に引き

継がなければなら ない。  

2 前項の規定にかかわら ず，保存期間が満了し ていないも ので個人情報等に係る も の及び職務の遂行上所管

課において保管する必要があると 認める も のについては， 同項の規定によ ら ないこ と ができ る。  

3 前項の規定によ り 所管課において保管中の文書で保管の必要がなく なり ， かつ， 保存期間が満了し ていな

いも のは， 速やかに総務・ 文書改革担当課長に引き 継ぐ も のと する 。  

4 所管課長は， 保存期間が満了し た簿冊等について， 第 34 条の 2 第 1 項の規定によ り 引き 継ぐ こ と と 定め

たも のは，毎年 7 月末日までに文書引継決議書又は文書管理システムを 用いた引継ぎの依頼によ り ，総務・

文書改革担当課長に引き 継がなければなら ない。 ただし ， 文書管理システムに保存し た電磁的記録し かな

い簿冊等については， こ の限り でない。  

( 引継文書の審査)  

第 36 条 総務・ 文書改革担当課長は， 文書の引継ぎの依頼を 受けたと き は， 第 30 条第 2 項及び第 3 項に定

める事項について審査し なければなら ない。  

2 総務・ 文書改革担当課長は， 審査の結果不適当なも のがある と 認めると き は， 公文書主任に対し てその修

正を 求めるこ と ができ る 。  

3 総務・ 文書改革担当課長は， 審査の結果適当である と 認める と き は， 当該引継ぎを 承認するも のと する 。 

( 文書の保管)  

第 37 条 総務・ 文書改革担当課長は， 前条第 3 項の規定によ る 承認を し たと き は， 装丁に留意し て当該文書

を 書庫に保管し なければなら ない。  

2 前項の規定によ り 書庫に保管さ れた文書( 以下「 保管文書」 と いう 。 ) は， いつでも 閲覧でき るよ う に整理

し ておかなければなら ない。  

3 総務・ 文書改革担当課長は， 保管文書のう ち 第 35 条第 4 項の規定による引継ぎの措置に対し ， 前条第 3

項の規定による 承認を し た簿冊等については， 歴史的公文書と し て永久保存する も のと する 。  

 

（ ２ ） 歴史的公文書選別基準（ 平成 29 年６ 月 26 日行財政局長決定： 一部抜粋）  

１ ． 基本的考え方 

以下の( 1) から ( 4) のいずれかに該当する公文書は， 保存期間満了後に歴史的公文書と し て保存するも

のに当たり ， 当該公文書を 編集し た簿冊等は， 保存期間満了後に行財政局業務改革課に引き 継ぐ も のと

する 。  

( 1)  本市の機関である 市長の組織及び機能並びに政策の検討過程， 決定， 実施及び実績に関する 重要な情

報が記録さ れた公文書 

( 2)  市民の権利及び義務に関する 重要な情報が記録さ れた公文書 

( 3)  市民を 取り 巻く 社会環境， 自然環境等に関する 重要な情報が記録さ れた公文書 

( 4)  市の歴史， 文化， 学術， 事件等に関する重要な情報が記録さ れた公文書 

２ ． 具体的な判断指針 

１ の基本的考え方に基づいて， 歴史的公文書と し て保存する 公文書に該当するかど う かを 決定するに

当たっ ての具体的な判断指針については， 以下のと おり と する 。  

( 1)  保存期間が 30 年と さ れている 「 公文書区分」 に掲げるも ののう ち， 次に記載する公文書 
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① 市政の基本方針又は基本的な計画に関する 公文書 

② 議案その他こ れに類する も の（ 条例を 除く 。） に関する 公文書 

③ 条例， 規則又は訓令の制定， 改正又は廃止に関する 公文書 

④ 要綱その他こ れに類する も のの制定， 改正又は廃止に関する 公文書で特に重要なも の 

⑤ 告示又は公告に関する公文書で特に重要なも の 

⑥ 予算又は決算に関する公文書で特に重要なも の 

⑦ 訴訟等又は不服申立てに関する 公文書で重要なも の 

⑧ 損失補償， 損害賠償その他こ れら に類する も のに関する公文書で特に重要なも の 

⑨ 職員の任免又は賞罰に関する公文書 

⑩ 請願， 陳情， 要望その他こ れら に類するも のに関する公文書で特に重要なも の 

⑪ 答申に関する公文書で重要なも の 

⑫ 行政処分に関する 公文書で特に重要なも の 

⑬ 公有財産の取得又は処分に関する公文書 

( 2)  昭和30年度までに作成・ 取得さ れた公文書 

( 3)  ( 1) 及び( 2) に掲げる も ののほか， 歴史的価値がある 公文書 

 

 

４  国の公文書管理に関する 規定等 

（ １ ） 公文書の管理に関する 法律（ 平成 21 年法律第 66 号）  

（ 目的）  

第 1 条 こ の法律は、 国及び独立行政法人等の諸活動や歴史的事実の記録である公文書等が、 健全な民主主

義の根幹を 支える 国民共有の知的資源と し て、 主権者である 国民が主体的に利用し 得る も のである こ と に

かんがみ、 国民主権の理念にのっ と り 、 公文書等の管理に関する 基本的事項を 定める こ と 等によ り 、 行政

文書等の適正な管理、 歴史公文書等の適切な保存及び利用等を 図り 、 も っ て行政が適正かつ効率的に運営

さ れる よう にする と と も に、 国及び独立行政法人等の有する その諸活動を 現在及び将来の国民に説明する

責務が全う さ れる よう にする こ と を 目的と する。  

（ 定義）  

第 2 条 1～3（ 略）  

4 こ の法律において「 行政文書」 と は、 行政機関の職員が職務上作成し 、 又は取得し た文書（ 図画及び電磁

的記録（ 電子的方式、 磁気的方式その他人の知覚によっ ては認識する こ と ができ ない方式で作ら れた記録

を いう 。 以下同じ 。） を 含む。 第十九条を 除き 、 以下同じ 。） であっ て、 当該行政機関の職員が組織的に用

いるも のと し て、 当該行政機関が保有し ているも のを いう 。 ただし 、 次に掲げる も のを 除く 。  

 一 官報、 白書、 新聞、 雑誌、 書籍その他不特定多数の者に販売するこ と を 目的と し て発行さ れる も の 

 二 特定歴史公文書等 

 三 政令で定める 研究所その他の施設において、 政令で定める と こ ろ によ り 、 歴史的若し く は文化的な資

料又は学術研究用の資料と し て特別の管理がさ れている も の（ 前号に掲げる も のを 除く 。）  

5 （ 略）  

6 こ の法律において「 歴史公文書等」 と は、 歴史資料と し て重要な公文書その他の文書を いう 。  

7 こ の法律において「 特定歴史公文書等」 と は、 歴史公文書等のう ち、 次に掲げるも のを いう 。  

  一 第八条第一項の規定により 国立公文書館等に移管さ れたも の 

－75－



14 

  二 第十一条第四項の規定によ り 国立公文書館等に移管さ れたも の 

  三 第十四条第四項の規定によ り 国立公文書館の設置する 公文書館に移管さ れたも の 

  四 法人その他の団体（ 国及び独立行政法人等を 除く 。 以下「 法人等」 と いう 。） 又は個人から 国立公文

書館等に寄贈さ れ、 又は寄託さ れたも の 

8 こ の法律において「 公文書等」 と は、 次に掲げるも のを いう 。  

  一 行政文書 

  二 法人文書 

  三 特定歴史公文書等 

（ 地方公共団体の文書管理）  

第 34 条 地方公共団体は、 こ の法律の趣旨にのっ と り 、 その保有する文書の適正な管理に関し て必要な施策

を 策定し 、 及びこ れを 実施するよ う 努めなければなら ない。  

 

（ ２ ） 公文書館法（ 昭和 62 年法律第 115 号）  

（ 目的）  

第 1 条 こ の法律は、 公文書等を 歴史資料と し て保存し 、 利用に供するこ と の重要性にかんがみ、 公文書館

に関し 必要な事項を 定めるこ と を 目的と する。  

（ 定義）  

第 2 条 こ の法律において「 公文書等」 と は、 国又は地方公共団体が保管する 公文書その他の記録（ 現用の

も のを 除く 。） を いう 。  

（ 責務）  

第 3 条 国及び地方公共団体は、 歴史資料と し て重要な公文書等の保存及び利用に関し 、 適切な措置を 講ず

る 責務を 有する 。  

（ 公文書館）  

第 4 条 公文書館は、 歴史資料と し て重要な公文書等（ 国が保管し ていた歴史資料と し て重要な公文書その

他の記録を 含む。 次項において同じ 。） を 保存し 、 閲覧に供する と と も に、 こ れに関連する調査研究を 行う

こ と を 目的と する 施設と する 。  

2 公文書館には、 館長、 歴史資料と し て重要な公文書等についての調査研究を 行う 専門職員その他必要な職

員を 置く も のと する。  

第 5 条 公文書館は、 国立公文書館法（ 平成十一年法律第七十九号） の定める も ののほか、 国又は地方公共

団体が設置する 。  

2 地方公共団体の設置する 公文書館の当該設置に関する 事項は、当該地方公共団体の条例で定めなければな

ら ない。  

（ 資金の融通等）  

第 6 条 国は、地方公共団体に対し 、公文書館の設置に必要な資金の融通又はあつせんに努める も のと する。  

（ 技術上の指導等）  

第 7 条 内閣総理大臣は、 地方公共団体に対し 、 その求めに応じ て、 公文書館の運営に関し 、 技術上の指導

又は助言を 行う こ と ができ る 。  
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